
2022 年度 事業報告書 

1. 事業総括 

１） 団体の活動基盤について 

 昨年度に引き続き、2022 年度は団体の成長プロセスを「統合化」ということで、戦略の共有に注力した。

具体的には、「1on1 ミーティング」を実施し、基本理念、ミッション、ビジョンの共有を行った。 
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２） 基本理念・ミッション（再掲） 

■ 基本理念 

多様なコミュニケーションにより人と情報をつなげ、一人ひとりが自分らしく価値を発揮しながら調和した社

会を創ろう 

■ ミッション 

現代社会に存在するコミュニケーション上の課題 ※バリアを明らかにし、自助・共助・公助の施策でバリア

に対する気づきと理解を社会全体に広めていく事で、一人ひとりの行動を変えていく 

 

※「バリア」の例 

･ 社会における相互理解を阻害する「コミュニケーションバリア」 

･ 情報へのアクセスを阻害する「情報バリア」  



2. 各 PJ チームの事業成果 

 

（１） コミュニケーションバリアフリーチーム （吉岡 弘貴） 

 総括 

 聴覚障害者の職場での活動事例を共有し、働きやすい環境を考えるきっかけの提供を実施 

 活動実績 

  ・2022 年 6 月 交流会：CBF チーム交流会開催(15 名参加) 

    ・2022 年９月 講演会：ろう、難聴者にも社内研修など自由に学べる環境を 

・2022 年 10 月 障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法の 

執筆サポート（ビジネスガイド誌 2022 年 9 月号掲載） 

    ・2023 年５月 メタバース体験会（耳ともランド） 

 

 

（２）家族をみんなでカンガエループロジェクト （藤木和子） 
 総括 

ヤングケアラー、CODA・SODA、手話ドラマ等が注目される中、コラボレーションを中心

に活動を行った。 

活動 

 2022 年 6 月『「障害」ある人の「きょうだい」としての私』出版記念トークイベント（藤

木、松森果林さん、藤井克徳さん）広報協力 

 2022 年７月電話リレーサービス１周年記念メッセージ（家族の立場から） 

  2022 年９月聴覚フェスティバル＠武蔵野大学 IGB ブース、SODA＆CODA の部屋出展、

実行委員会・情報保障・広報協力 

 2022 年 10 月～12 月フジテレビドラマ「silent」取材協力（参考：藤木個人、SODA の

立場から） 

  2022 年 12 月「聞こえるきょうだい・家族の視点からの災害や緊急時について」『See～

聴覚障害児・者をみる（災害対応編）』（手話秋田普及センター） 

 
（３）電話リレーサービス普及プロジェクト （山口タケシ） 
 総括 

 2021 年 7 月 1 日より法に基づいた電話リレーサービスの公的運用が開始されて約 2 年が

経過し登録者数が 1万 2千人を超えた。（令和 5 年 5 月末現在：12,832 名） 

 所感として、これまで IGB が行ってきた様々な活動が形になった成果もあるものの、認知度

の低さや本人確認などの課題点について引き続き注視し状況に応じて声をあげていく必要があ

ると考える。 

 

 講演等：4回（延べ参加者数:約 100 名） 

1 主催団体 

伊勢崎市聴覚障害者福祉協会、東京都教育委員会、川越市役所障害者福祉課、横浜市立ろ

う特別支援学校同窓会 

2 自団体主催はなく、すべて他団体主催に講師として招かれたもの。理由としては、IGB の

知名度があがってきたことの他、助成金が得られていない点も大きい。 

 

 啓発活動 

 普及パンフレット配布：310 部（3 ヶ所：伊勢原市聴覚障害者協会、横浜市消防局、横浜市

立ろう特別支援学校同窓会） 

 

 リサーチ 



1 電話リレーサービスの普及啓発活動について、総務省・金融庁・経済産業省の担当者にヒ

アリングを実施 

2 使用上の課題について、電話リレーサービスユーザーへアンケートを実施 

 ※上記結果はいずれも IGBホームページにて公開 

 

 外部連携 

一般財団法人電話リレーサービスへ上記リサーチ結果を共有 

 

 取材・インタビュー 

 共同通信社（山口）、東京大学バリアフリー支援室レジリエンス研究インタビュー（山

口）、ミライロハウス TV（山口）＜※後者 2 件は聴覚障害者のテーマの中で電話リレーサー

ビスに触れたもの＞ 

 

 

 

（４）手話による医療通訳推進プロジェクト （吉田将明） 

 総括 

2022 年度の総括として、新たに医療従事者を対象とした調査研究事業や教材動画づくりの検

討の開始をはじめ、国立がん研究センターの調査研究事業に関わり始めるなど、調査関係で新規

の取り組みが多かった。また、2021 年度から取り組みしていた第 2弾医療用語手話 DVD も無

事に完成し、販売状況も非常に良好であった。しかし、様々な負担を考慮し、予定していたオン

ライン講演会は中止となってしまったのは大きな反省点である。2023 年度は負担面も考慮し、

無理のない範囲で継続して取り組みしていく。 

 

1．調査研究事業 

医療従事者の手話通訳の必要性に関する影響因子についての仮説を検討した。仮説検討のた

め、インタビュー調査を 6回（医療従事者、手話通訳者、ろう者など）実施した。2023 年 5

月に吉田が筑波技術大学の客員研究員に就任予定で、本調査と並行させながら、文部科学省科学

研究費助成事業申請もしていく。 

 

2．第 2弾医療用語手話 DVD(動画)制作 

2022 年度に販売開始した第 2弾医療予後 DVDは、1,395枚販売済で黒字化した。第 1弾

DVDは420枚販売済で、これまでの第 1弾 DVD・第 2弾 DVD の販売総数は 3,807枚とな

った。2023 年度も継続して販売していく。 

 

3．筑波技術大学の医療通訳育成カリキュラム検討 

2021 年度に続いて、吉田が研究協議会委員として医療通訳演習試行を実施した。2023 年度

も継続して取り組み、文部科学省科学研究費助成事業申請もしていく。 

 

4．オンライン講演会 

調査研究事業や第 2弾医療用語手話 DVD の販売開始などの負担を踏まえて中止することとし

た。 

 

5．医療従事者を対象にした教材動画づくりの検討 

 1．調査研究事業と並行して検討のための討議を実施した。2023 年度も継続して取り組みし

ていく。 

 

6．国立がん研究センターの調査研究事業（厚労省・文部省科研） 



 吉田が研究協力者として参画した。糖尿病手話動画の制作に向けてインタビュー調査などを実

施した。2023 年度も継続して取り組みしていく。 

 

 

 

（５）インクルーシブ防災プロジェクト （鈴木義雅） 
活動報告 

● 9 月 16 日(金) 校内宿泊防災学習（筑波大学附属聴覚特別支援学校高等部普通科 1 年） 

講演講師出務（尾庭恵子） 

参加者：25 名（男子 13、女子 12）、教職員 6 名 

 

● 10 月 17 日(月) 防犯防災デー講演（筑波大学附属聴覚特別支援学校寄宿舎） 

講演講師出務（鈴木義雅） 

テーマ：防災意識向上のためにろう者としてできること 

 

● 3 月 18 日(土) Web 防災講演会 

テーマ：2019 年台風 19 号水害について 

  講師：長野県聴覚障がい者情報センター職員：伊藤みずほ氏 

  参加者：62 名（ライブ配信のみ） 

  



3. その他の事業成果 

１） 情報化社会の発展を図る活動 
 下記に示す通り、コミュニケーションバリア・情報バリアの解消のためのロビイング活動・提言を行ない、い

ずれも成果を上げることができた。 

 

1 「silent」の放送のあり方についての提言 
フジテレビドラマ「silent」では、番組において、優生問題関係者に不快感と抑圧をもたらす恐れがある名前

表記があり、賛同団体：17団体 賛同個人：134名の賛同をもって 2022 年 12 月 27日に、 

【「silent」の放送のあり方についての意見書】をフジテレビと放送倫理・番組向上機構(BPO)

宛に提出し、フジテレビからは、名前に対して配慮が必要であることを周知するとの回答をいた

だきました。 

 

2 聴覚障害児ことば教育五策の提言 
2022 年 7 月 24 日に、こども家庭庁に対して、聴覚障害児の人工内耳や補聴器などの聴覚活用の早期療育

がはじまる前の前言語期（0〜1 歳）での視覚的コミュニケーション（主に「手話」）対応などを含めた包括的

な教育施策の提言を行いました。（プレスリリースの発行、取材対応、および、関係者への提言）その結果、

具体的な施策の検討につなげるなどの成果をあげることができました。 

 

3 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（改定案）」への意見提出 

2023 年 1 月 13日に内閣府にて募集中の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方

針（改定案）」に対して、エンターティメント分野に対する合理的配慮の事例を追加、意思表明

が困難であることの判断についての意見、過重な負担の事例収集・対策検討する体制に対する意

見などを要望し、一部反映していただきました。 
 

（1） 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

1 情報格差の問題意識を高めるための情報発信及び啓発事業 
・ 日本聴力障害新聞・近代消防に記事を掲載した。 

・ サステナブル・ビジネス・マガジン「オルタナ」に理事代表として、伊藤理事長が記事を掲載した。 

・ 障害者介助等助成金に関する関心と利用実態調査結果を行い、助成金があまりよく知られていな

いこと、また、手続きが煩雑で改善の余地があることなどの課題が判明。結果をプレスリリース

で広く告知し、新聞などにも取り上げていただいた。その後、2023 年 4月の改正において、い

くつかの点において、改善につなげることができた。（雇い入れ後 10 年間が基本だが、職務内

容の変更などがあれば認定申請が可能になった、通訳の単価が上がった、啓発のための実習生・

見学などに対する支援金が追加など） 

 

（2） 情報弱者をなくすための情報提供システムの開発事業 
・ Webサイトを運営し、通年で約 5.3万名に発信した。(ユニークユーザー数) 

・ facebook ページの「いいね！」は 7,139 名(3ページ合計, 昨年度比 183 名増加)を突破し、認知度が上がっ

てきている。 

・ メルマガを 14回発行し、約4,500 名(昨年比 200 名増加)が購読。 

 

（3） 情報リテラシー向上のための教育事業 
・ 今年度は活動なし。 

 

（4） その他 
・ 第 12回定期総会を 6/18 に、理事会を 3/22 に開催した。  



4. 事業の実績に関する事項 

 

１） 特定非営利活動に係る事業 
 

定款の事業名 事業内容 
実施 

回数 
実施日 

実施 

場所 
テーマ 

受益対象者の範囲 

及び人数 

(1) 情報格差の問題

意識を高めるための

情報発信及び啓発 

シンポジウム       

講演 

定例会 

4 
2022.5.8 

2022.8.3 

2022.10.22 

2023.3.5 

伊勢崎市障害者センター 

東京都教職員研修センター 

川越市市民サービスステーション 

かながわ県民活動サポートセンター 

電話リ

レーサ

ービス

につい

て 

一般 

一般 

一般 

限定 

25 

不明 

30 

25 

1 

2022.9.3 Zoom 

職場環

境の改

善 

一般 30 

情報発信 1 通年 Web サイト  一般市民 53,000 

 

２） その他の事業 

･ 今年度は事業なし 

●電話リレーサービス普及プロジェクト 

 ・啓発活動（啓発パンフレット配布 約 310 部） 

 ・啓発活動についてのリサーチ（対象：総務省・金融庁・経済産業省） 

 ・使用状況についてのアンケート（対象：ユーザー） 

 ・取材、インタビューなど 

 

 

 


